
令和６年９月市議会 教育厚生委員会資料 

 

所管事項調査に関する資料 

 

 

目 次                                ページ 

第１ 感染症研究拠点整備について ·································· 2 ～ 4 

第２ 地方独立行政法人 長崎市立病院機構について 

 １ 地方独立行政法人長崎市立病院機構 令和５年度業務実績及び 

第３期中期目標期間終了時における業務実績に関する評価 ········ 5 ～ 29 

 ２ 地方独立行政法人長崎市立病院機構の経営と取組状況 ··········· 30 ～ 38 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

市 民 健 康 部 

令 和 ６ 年 ９ 月 

-1-



 

第１ 感染症研究拠点整備について 

 

１ 諸会議の開催状況 

 

前回の所管事項調査以降に報告する会議について、主な内容は次のとおり。 

 

(１) 長崎大学高度感染症研究センター実験棟の運用に関する地域連絡協議会 

  

ア 目的・委員構成等 

設 置 者 長崎大学 

設 置 日 令和５年４月１日 

設 置 目 的 
施設の運用状況に関する情報について地域住民へ提供し、施設の厳格な管理及び安全な運用の継続的な実

施に資する。 

委 員 構 成 

近隣連合自治会長・自治会長（８名） 

その他三者連絡協議会が必要と認めた者（２名） 

学識経験者・専門家（３名） 

行政（長崎県地域保健推進課長、長崎市感染症対策室長・防災危機管理室長・消防局警防課長・北消防署警

防１課 課長補佐）（５名） 

長崎大学（長崎大学高度感染症研究センター センター長ほか）（５名） 

 

イ 直近の開催状況 

回 数 開 催 日 主 な 議 題 

第４回 令和６年６月３日（月） 

① 令和６年度地域連絡協議会委員について 

② 高度感染症研究センター実験棟に関する報告 

③ その他 
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ウ 主な議事内容等 

   【第４回】 

(ｱ) 令和６年度地域連絡協議会委員について 

委員の交代等について報告があった後、新委員５名から就任の挨拶が行われた。 

     (ｲ) 高度感染症研究センター実験棟に関する報告 

・ 教育訓練の実施状況として、管理区域（BSL-4 実験室）に立ち入る者を対象に、スライド資料を用いて法令に定められて

いる内容及び BSL-4 実験室の使用に必要な内容について講義を行うとともに、実験棟の施設設備を理解するための見学実

習等を実施した旨が報告された。 

・ 長崎大学高度感染症研究センター実験棟（BSL-4 施設）の安全管理に係る学内規則「長崎大学高度感染症研究センター

実験棟生物災害等防止安全管理規則」が本年５月７日に施行され、併せて、本協議会で出された意見を踏まえた安全管理

に係る具体的な事項を規定する「長崎大学高度感染症研究センター実験棟病原体等取扱安全管理基準」が施行されたこと

が報告された。 

・ 実験棟における緊急事態や健康障害が生じた場合の対応策の検討として、５月に北消防署と打ち合わせを実施し、現行

の坂本キャンパスに係る消防計画や防火・防災体制の見直し、災害事故が生じた場合の対応策について協議を行ったこと

や、実験棟内で研究者が病原体等にばく露、又は怪我等による健康障害が生じた場合の対応策について、４月に長崎大学

病院の病院長及び事務部長と打ち合わせを実施したことなどが報告された。 

(ｳ) その他 

・ 長崎市地域防災計画への BSL-4 施設に係る事故・災害等対策計画の追加について報告が行われた。その中で、計画への

掲載時期について、特定一種病原体等所持施設として厚生労働大臣から指定がなされた日から掲載する取扱いとする旨が

説明された。 

 

エ 今後のスケジュール等（予定） 

回  数 開 催 日 主 な 議 題 

第５回 令和６年１０月２９日  未 定 
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２ 高度感染症研究センター実験棟（BSL-4 施設）の今後の流れ 

 

時 期 内  容 

2010（平成 22）年５月  長崎大学において高度安全実験施設（BSL-4 施設）整備の検討開始 

2015（平成 27）年６月  長崎大学・長崎県・長崎市の三者による「感染症研究拠点整備に関する基本協定」締結 

2021（令和３）年７月 高度感染症研究センター実験棟（BSL-4 施設）竣工 

2024（令和６）年６月 
長崎大学が、高度感染症研究センター実験棟（BSL-4 施設）が特定一種病原体等所持施設として法令

基準に適合することを説明する書類を厚生労働省あて送付 

（未 定） 
政令（感染症法施行令）改正 

感染症法に基づく厚生労働大臣による「特定一種病原体等所持施設の指定」 

（未 定） 

特定一種病原体等の所持（搬入） 

特定一種病原体等を国外機関から輸入する場合・・・厚生労働大臣による「指定」 

特定一種病原体等を国内機関から輸送する場合・・・厚生労働大臣による「承認」 

※ 指定又は承認後、特定一種病原体等の受入にあたっては、公安委員会への届出や運搬会社への委
託等の手続きが必要 

（未 定） 
厚生労働大臣による所持の指定又は承認 

特定一種病原体等を取り扱う研究の実施 

     ※ 今後もこれまでと同様に地域連絡協議会による協議を適宜行う 
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第２ 地方独立行政法人長崎市立病院機構について 

１ 地方独立行政法人長崎市立病院機構 令和５年度業務実績及び第３期中期目標期間終了時における業務実績に関する
評価 

（１）地方独立行政法人の業務運営における目標・評価の仕組み 

地方独立行政法人の業務運営における目標・評価の仕組みについては、地方独立行政法人法（以下「法」という。）により規定されて
いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 中期目標（法第 25 条） 

市長は、地方独立行政法人長崎市立病院機構（以下「法人」という。）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」とい

う。）を定め、法人へ指示する。 

  なお、中期目標を定める際は、あらかじめ評価委員会の意見を聴くとともに、議会の議決が必要となる。 

 【第３期中期目標期間 令和２年度から令和５年度までの４年間】【第４期中期目標期間 令和６年度から令和９年度までの４年間】 

イ 中期計画（法第 26 条、第 83 条） 

法人は、中期目標を達成するため中期計画を作成し、市長の認可を受けなければならない。 

なお、中期計画を認可する際は、あらかじめ議会の議決が必要となる。 

エ 業務の実績評価等（法第 28 条） 

市長は、次の（ア）～（ウ）により業務の実施状況等実績を評価し、必要に応じ業務運営の改善等に対し、指導、命令等を行うこと

ができる。 

（ア）年度評価（各年度終了時に実施） 

（イ）中期目標期間の見込評価（中期目標期間の最終年度に実施） 

（ウ）中期目標期間の実績評価（中期目標期間の終了後に実施） 

なお、評価を行うときは、あらかじめ評価委員会の意見を聴かなければならない。また、評価結果については、議会へ報告しなけれ

ばならない。 

ウ 年度計画（法第 27 条） 

法人は、各事業年度の開始前に、中期計画に基づき、年度ごとに業務を計画的に遂行できるよう年度計画を作成し、市長に届け出

なければならない。 
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（２）業務の実績評価 

 

ア 評価の種類とその目的 

（ア）年度評価 

各事業年度の業務の実績の評価を行い、中期目標達成に向けて、評価対象年度以降の業務運営の改善に資することを目的とす

る。 

（イ）中期目標期間の見込評価 

中期目標期間終了時に見込まれる業績の評価を中期目標期間の最終年度に行い、法人の業務の継続又は組織の存続の必要性その

他その業務及び組織の全般にわたる検討並びに次期中期目標の策定に活用することを目的とする。 

（ウ）中期目標期間の実績評価 

中期目標期間の業務の実績の評価を行い、中期目標の変更を含めた業務運営の改善に資することを目的とする。 

 

(３) 各事業年度における評価事項 

令和６年度は、第４期中期目標期間の第１事業年度にあたるため、第３期中期目標期間の年度評価及び実績評価を行う。 

 中期目標期間 次期中期目標期間 

事業年度 第１事業年度 第２事業年度 第３事業年度 第４事業年度（最終年度） 第１事業年度 

評価事項 

 ・第１事業年度の 
業務実績 
（年度評価） 

・第２事業年度の 
業務実績 
（年度評価） 

・第３事業年度の業務実績 
（年度評価） 

・中期目標期間終了時に見
込まれる業務実績 
（見込評価） 

・第４事業年度の業務実績 
（年度評価） 

・前期中期目標期間におけ
る業務実績 
（実績評価） 

  ※各事業年度の終了後、前年度の業務実績等を評価する。 
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（４）評価の基準 

評価は第３期中期目標に定めた項目を評価単位とし、評価単位ごとに次に掲げる評価の基準により行う。 

 

     ア 年度評価 

各事業年度の業務の実績について、次に掲げる評価を行うとともに、その判断理由を明示し、中期目標（最終年度に係る評価は

次期中期目標）の達成に向け、評価年度以降の業務運営の改善に活用する。 

 

評価 各事業年度の業務実績 備考 

Ｓ 特筆すべき進捗状況にある。 計画を大幅に上回る実績・成果が得られている。 

Ａ 順調に進んでいる。 計画に基づき着実に実施されており、特に改善点はない。 

Ｂ 概ね順調に進んでいる。 軽微な改善すべき点があり、業務運営の改善が必要である。 

Ｃ 進捗が遅れている。 業務運営の更なる改善が必要である。 

Ｄ 進捗が大幅に遅れている。 重大な改善すべき点があり、業務運営の抜本的な改善が必要である。 

 

    イ 中期目標期間の実績評価 

中期目標期間の終了時における中期目標の達成状況について、次に掲げる評価を行うとともに、その判断理由を明示する。ま

た、評価が「Ｂ」の場合は、改善点等進捗状況の評価を行う。 

 

評価 中期目標の達成状況 

Ａ 達成している。 

Ｂ 達成していない。 

 

第３期中期目標期間は終了しているが、評価対象期間の改善点等の状況を確認し、第４期中期目標期間における業務運営の改善

に活用するため、次に掲げる評価を行うとともに、その判断理由を明示する。 
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評価 中期目標の改善点等進捗状況 備考 

１ 概ね順調に進んでいる。 軽微な改善すべき点があり、業務運営の改善が必要である。 

２ 進捗が遅れている。 業務運営の更なる改善が必要である。 

３ 進捗が大幅に遅れている。 重大な改善すべき点があり、業務運営の抜本的な改善が必要である。 

 

（５）評価委員会からの意見聴取 

ア 目 的  

業務の実績に関する評価を行うときは、地方独立行政法人長崎市立病院機構評価委員会条例第２条の規定により評価委員会による

意見聴取を実施し、評価の客観性、公正性、中立性の視点を確保するもの。 

イ 開催日時  

令和６年８月１日（木）  18時30分 ～ 20時30分 

令和６年８月６日（火）  18時30分 ～ 20時30分 

令和６年８月８日（木）  18時30分 ～ 20時30分 

ウ 委員名簿 

職 名 氏 名 備 考 

一般社団法人 長崎市薬剤師会 会長 上田 展也  

国立大学法人 長崎大学 経済学部教授 岡田 裕正 委員長 

国立大学法人 長崎大学 長崎大学病院 病院長 尾﨑 誠  

公益社団法人 長崎県看護協会  坂井 和子  

長崎商工会議所 副会頭 佐々木 達也  

一般社団法人 長崎県医師会 副会長 釣船 崇仁  

長崎純心大学 人文学部 教授 飛永 高秀  
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（６）令和５年度業務実績評価（年度評価）及び第３期中期目標終了時における業務実績評価（中期目標期間の実績評価） 

評 価 単 位 年度評価 中期目標期間の評価 

第１ 中期目標・中期計画の期間 令和２年４月１日から令和６年３月 31 日まで 

   （年度計画の期間）    （令和５年４月１日から令和６年３月 31 日まで） 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 １ 診療機能 

 

 

⑴ 目指す医療 

  ア 救急医療 Ｂ Ｂ１ 

  イ 高度・急性期医療 Ａ Ａ 

 
 

ウ 小児・周産期医療 Ａ Ａ 

 エ 政策医療 Ｓ Ａ 

 ⑵ 地域医療への貢献と医療連携の推進 Ａ Ａ 

 ⑶ 安全安心で信頼できる医療の提供体制 

   ア 多職種連携によるチーム医療の推進 Ａ Ａ 

   イ 医療安全対策の徹底 Ｂ Ａ 

   ウ 院内感染防止対策の実施 Ａ Ａ 

 ２ 患者・住民の視点に立った医療サービスの提供 

 

 

⑴ 患者中心の医療の提供 Ｂ Ａ 

 ⑵ 患者の満足度向上 Ａ Ａ 

 ⑶ 患者・住民への適切な情報発信 Ａ Ａ 

 ⑷ 外国人への医療の提供 Ａ Ａ 

 ３ 法令・行動規範の遵守 Ｃ Ｂ２ 
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評 価 単 位 年度評価 中期目標期間の評価 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 １ ＰＤＣＡサイクルの徹底による業務運営の改善 Ｂ Ａ 

 ２ 医療従事者の適正配置及び質の向上を目指した組織づくり 

  ⑴ 適正配置と人材評価 

   ア 医療スタッフの適正配置 Ｃ Ｂ２ 

   イ 適正な人材評価制度の活用 Ａ Ａ 

   ウ 職員満足度の向上 Ｂ Ｂ１ 

  ⑵ 計画的な人材育成 

   ア 医療スタッフの専門性向上 Ａ Ａ 

   イ 事務職員の専門性向上 Ｃ Ｂ２ 

   ウ 資格取得等に対する支援 Ａ Ａ 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

 １ 持続可能な経営基盤の確立 

  ⑴  財務改善に向けた取組み Ｄ Ｂ３ 

  ⑵  安定的な資金確保に向けた取組み Ｄ Ｂ３ 

  ⑶  計画的な施設及び医療機器等の整備 Ｂ Ａ 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

 １ ＰＦＩ事業者との連携による事業の円滑な推進 Ａ Ａ 
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（７）評価単位別評価結果 

 

第１ 中期目標の期間   令和２年４月１日から令和６年３月31日まで 

※評価対象：令和５年度及び第３期中期目標期間終了時における業務実績 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

１ 診療機能   

 ⑴ 目指す医療   

  ア 救急医療 Ｂ 

中期目標の達成に向け、令和５年の長崎医療圏の

救急搬送件数約 25,000 件のうち、長崎みなとメディ

カルセンターでは、医療圏最大数の約 4,000 件を受

け入れているものの、目標値として掲げている救急

搬送の応需率が毎年度目標を下回っていることを踏

まえ、中期目標の達成に向け、概ね順調に進んでい

ると評価し、Ｂと判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

中期目標期間において長崎医療圏の搬送件数は約

30％増加し、応需件数も令和元年と比較して医療圏

全体で約 10％増加、不応需件数も約３倍増加してい

る。 

また、令和元年に対し、令和５年の２次・３次救

急医療機関における応需率は軒並み下がっており、

医療圏全体でも81.4％から61.7％と約20％応需率が

下がってきているが、救急医や看護師を確保し、応

需に努めること。 

 

Ｂ1 

令和５年度業務実績評価と同様の理由により、中

期目標の達成に向け、軽微な改善を要すると評価

し、Ｂ１と判定した。 

 

 

 

 

 

【業務運営の改善点】 

 左欄の業務運営の改善点と同じ。 

 

 

（参考）みなとメディカルセンター救急搬送応需率 

 

目標 前年度より向上 

令和２年度 88.8％ 

令和３年度 82.5％ 

令和４年度 73.4％ 

令和５年度 70.4％ 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

  
イ 高度・急性

期医療 
Ａ 

スタッフが不足する中でも、新規医療技術の導入

や医療の質の向上に向けて様々な職種が取り組むな

ど、地域急性期・高度急性期医療の中核的役割を果

たしていることから、中期目標の達成に向け、順調

に進んでいると評価し、Ａと判定した。 

 

Ａ 

集中治療部門では、医師、看護師及び臨床工学技

士の重点配置と協力体制を強化し、施設基準の最上

位である特定集中治療室管理料１を取得したこと

で、常に院内、院外の緊急症例や重症患者への対応

が可能となり、高水準で専門的な医療を提供できる

体制を整えている。 

がん治療は、本中期目標期間の４年間を通して地

域がん診療連携拠点病院としての指定要件の数値を

ほぼ全て上回るとともに、令和４年度には手術支援

ロボット（ダビンチ）を導入し、泌尿器科、消化器

外科及び呼吸器外科を中心に最先端医療の提供体制

を整え、がん診療体制及び集学的治療体制を更に強

化している。 

また、がん相談件数も増加しており、地域の医療

機関との連携も進んでいる。 

心疾患については、令和５年度に医師１名が新た

に日本心疾患インターベンション治療学会の定める

専門医資格を取得し、一般病院では対応困難な急性

期の心疾患の患者を 24 時間 365 日受入れる体制を強

化している。 

脳血管疾患に関しては、長崎大学病院と連携した

ホットラインを維持し、24 時間 365 日受入れ体制を

分担・維持している。 

また、心・脳血管疾患については、リハビリテー

ションを積極的に推進したことで、心不全患者の再

発入院率が低下するなど、早期社会復帰を目指した

多職種連携による支援の効果がみられた。 

以上により高度・急性期医療における地域の中核

的役割を担うという目標を達成していることから、

中期目標を達成していると評価し、Ａと判定した。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

  
ウ 小児・周産

期医療 
Ａ 

病床数制限という外的要因で実践が十分でなかっ

たが、教育も着実に実施しているため、通常の病床

運用再開時にはユニットマネジメント体制で稼働で

きるようになっている。このため、中期計画達成に

向け、計画を順調に実施していることから、Ａと判

定した。 

Ａ 

コロナ禍の中、他医療機関では対応が困難な感染

妊婦への対応を担うとともに、ハイリスク出産や 32

週未満の新生児・極低出生体重児への対応を継続し

つつ、母児同室の導入や新生児蘇生法講習会の開催

など、地域の住民が安心して医療を受けられる体制

を推進している。 

また、対象病棟において産科と他科患者をゾーニ

ングし、産婦が安全で安心して分娩ができるようユ

ニットマネジメントの令和６年度導入に向け、検討

を進めている。 

以上により、地域周産期母子医療センターとし

て、医療体制の維持と向上、人材育成、地域のニー

ズへの対応を推進していることから、中期目標を達

成していると評価し、Ａと判定した。 

 

  エ 政策医療 Ｓ 

令和５年５月８日から新型コロナの感染症法上の

位置づけが「５類」に移行したが、それまで、地域

の医療機関と行政との連携のもと、県内最大数の患

者の受入れを行うなど、第二種感染症指定医療機関

としての役割を果たしており、また、同時に結核医

療についても新型コロナ対応を行いながらの受け入

れを行っている。 

加えて、地域の医療機関、長崎市医師会との災害

訓練を実施し、災害時の行動を確認し、災害拠点病

院としての機能の維持に努めており、特に新型コロ

ナ対応においては、多大なる地域及び地域医療への

貢献があったといえることから、中期目標の達成に

向け、特筆すべき進捗状況にあることから、Ｓと判

定した。 

 

Ａ 

第二種感染症指定医療機関として新型コロナウイ

ルス感染症診療や結核病床の確保及び治療、災害拠

点病院として災害時におけるＤＭＡＴ派遣による診

療応援や訓練など、本中期期間も地域の中核的な役

割を継続して果たしている。 

特に、新型コロナウイルス流行が継続した令和２

年度からの３年間を通して県内最大の感染患者の入

院を受入れ、令和４年の第７波流行の際には、長崎

市と連携して、迅速にドライブスルー抗原検査セン

ターや夜間休日発熱外来の開設を行い、感染検査で

困憊する地域の医療機関や救急隊を支援している。 

以上により中期目標を達成していると評価し、Ａ

と判定した。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

 

⑵ 地域医療への

貢献と医療連

携の推進 

Ａ 

紹介率、逆紹介率とともに昨年度を上回り、地域

医療講演会への参加者や医療相談件数は増えてきて

おり、地域医療支援病院としての役割を果たしてい

ると考えられる。 

また、地域医療構想を踏まえた検討を行っている

ことから、中期計画達成に向け、順調に計画を実施

していることから、Ａと判定した。 

 

Ａ 

コロナ禍により医療機関との面談や対面での研修

会実施が難しい状況であったが、ＷＥＢでの会議や

講演会、及び遠隔画像読影診断など新たな医療連携

ネットワークシステムを活用し、協力体制の強化を

進めた結果、紹介率、逆紹介率も年々改善し、毎年

度の目標値を大きく上回っている。 

また、新型コロナウイルス感染症の５類移行後に

は、地域包括ケア病棟をもつ回復期・慢性期を担う

後方病院を中心に連携体制を再構築・強化するため

の協議を進めている。 

さらに地域医療構想を踏まえた急性期医療の「連

携、集約と機能分化」に向けて、医療機関間でＤＰ

Ｃデータを共有し、相互分析を進めた中で、適正病

床数について積極的な検討を行い、55 床の休床届を

令和４年度に長崎県へ提出している。 

地域医療機関との連携、協力及び診療体制の検討

は、順調に進んでおり、中期目標を達成していると

評価し、Ａと判定した。 

 ⑶ 安全安心で信頼できる医療の提供体制   

  

ア 多職種連携

によるチー

ム医療の推

進 

Ａ 

入院患者が減少した影響で目標値を達成できてい

ないチームもあるが、各チームが工夫しながら中期

計画の達成に向けて取り組み、早期退院・転院を促

進していることから、中期計画達成に向け、計画を

順調に実施していることから、Ａと判定した。 

Ａ 

６チームのうち、コロナ禍にあって一般診療規模

の縮小により、介入回数が一部減少したチームも

あったが、中期目標期間を通して一定数の件数を保

持し、継続して有効的に機能している。 

特に令和２年度から立ち上げた摂食嚥下支援チー

ムは、患者のＱＯＬ（生活の質）向上について成果

をあげており、また、認知症サポートチームの院内

デイケアなどの新しい取り組みも行われている。 

全体的に、多職種連携の取り組みは、年々拡充し

ており、中期計画として掲げた専門性を生かした質

の高い医療提供を行ったと考えることから、中期目

標を達成していると評価し、Ａと判定した。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

  
イ 医療安全対

策の徹底 
Ｂ 

令和６年３月にホルマリン紛失事案が発生した

が、その原因や報告などの初期対応が不十分であっ

たことを踏まえ、中期目標の達成に向け、概ね順調

に進んでいると評価し、Ｂと判定した。  

 

【業務運営の改善点】 

ホルマリンなどの毒物・劇物を紛失した場合、地

域住民に保健衛生上の危害を起こす可能性があると

ともに、多大な不安をつのらせる原因となることか

ら、今後より一層の毒物・劇物の保管管理を徹底

し、再発防止に努めること。  Ａ 

医療事故につながる潜在的リスクを把握し、医療

事故を未然に防ぐため、インシデント・アクシデン

ト報告数の増加を目指しており、令和２年度からリ

スクマネージャー会議の開催数の増加や医局におけ

るサイネージを用いた啓発を行い、コロナ禍により

受入患者数は減少したものの、指標としていた年間

2,000 件以上の報告数を維持できている。   

また、各部署から医療安全活動報告書の提出やそ

の内容の院内共有、及び医師をはじめとする医療従

事者に医療安全管理者養成研修を受講させるなど、

医療安全に対する職員の意識の向上に努めている。 

さらに新たな報告制度の導入や委員会の設置など

医療安全管理体制の拡充も行っている。 

一方で、ホルマリンの紛失事案が発生したことを

受けて、医療外劇物・毒物薬在庫管理を含めた取扱

いマニュアルを新規に作成し、安全管理のチェック

体制を強化している。 

これらの取組みにより、本中期期間の目標である

医療安全対策の徹底を図るという目標を達成してい

ると評価し、Ａと判定した。 

 

  

ウ 院内感染防

止対策の実

施 

Ａ 

院内感染防止対策に関して、感染制御センターに

おけるデバイスサーベイランスの実施など積極的に

活動していることから、中期計画達成に向け、順調

に計画を実施していることから、Ａと判定した。 

 
Ａ 

令和２年度に新型コロナウイルスによる院内クラ

スターが発生したが、第３者委員会の評価を受け、

感染制御センターを中心に感染拡大防止対策を徹底

し、職員に対する感染予防研修会の受講や体調管理

と手指消毒の徹底、患者への面会制限等様々な対策

を実行し、以後中期期間中継続することで院内感染

の防止に取り組んでいる。 

さらに院内感染対策の確実な実施に向けて、他医

療機関との相互評価やカンファレンスを行い、質の

向上・維持に努めている。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

また、安全な医療環境を提供するためには医療機

器に関連する感染症を早期に発見し、再発やアウト

ブレイクの防止に取り組むことが重要であることか

ら、令和５年度からデバイスサーベイランス（医療

器具感染サーベイランス）を実施している。 

これらの取り組みにより、本中期期間を通して感

染制御に対する職員の意識が向上し、院内感染の未

然防止に努めるという中期目標を達成していると評

価し、Ａと判定した。 

 

２ 患者・住民の視点に立った医療サービスの提供   

 
⑴ 患者中心の医

療の提供 
Ｂ 

入院患者だけでなく外来患者に対しても ACP（ア

ドバンス・ケア・プランニング）を実施しているこ

とは評価できるものの、「元気なうちから手帳」を配

布し、意思決定支援を行った患者数を、年度計画の

重要業績評価指標（KPI）として 130 人を目標人数と

していたが、未達であったことを踏まえ、中期目標

の達成に向け、概ね順調に進んでいると評価し、Ｂ

と判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

 目標としている KPI を ACP に携わるスタッフで共

有して業務にあたるとともに、ACP について患者へ

の周知等を行うこと。 

 

Ａ 

患者中心の医療の提供に向けて、患者相談窓口の

設置や電話やオンライン会議システムを活用したイ

ンフォームド・コンセントの徹底などの取り組みを

行った。 

職員への ACP 研修実施や患者への医療相談、就労

支援などの実施も計画通りに進んでおり、患者の不

安軽減や要望に対応する体制が整備されている。 

以上により、患者・家族の視点に立ち、医療相談

や就労支援を継続して行っていることから、中期目

標を達成していると評価し、Ａと判定した。 

 
⑵ 患者の満足度

向上 
Ａ 

患者満足度の向上につながる教育やサービスにつ

いて取り組み、アンケート結果からも満足度向上が

みてとれることから、中期計画達成に向けて順調に

計画を実施していると評価し、Ａと判定した。 
Ａ 

アンケート結果や患者の要望に基づいて職員の接

遇や設備の改修など様々の改善を実施している。 

感染症対策に基づく交通や移動の制約への対応及

び緊急時の対応としてオンライン面会や電話診療の

導入を行っている。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

また、食事環境の改善など患者のニーズに応える

取組みが進んでいる。その結果として、中期目標期

間を通して患者の満足度は高いレベルを維持してい

る。 

さらに令和４年度の手術待合室に続き、令和５年

度には病室や外来エリアにも Wi-Fi を設置するなど

患者利便性が大幅に向上したこと、また、令和５年

度からボランティア活動を再開し、患者サービスの

向上に努めていることから中期目標を達成している

と評価し、Ａと判定した。 

 

 

⑶ 患者・住民へ

の適切な情報発

信 

Ａ 

居留地祭りと共同企画で病院祭り（よらんね祭

り）を開催するなど効果的な情報発信に向けて様々

な工夫をしながら取り組んでいることから、中期計

画の実現に向けて順調に進捗していることから、Ａ

と判定した。 

 

Ａ 

医療や健康について関心を深めてもらうため、当

院の診療情報を含めた医療情報の適切な発信に努

め、コロナ禍においても市民向け講演会や公開講座

を実施し、積極的な広報活動や啓発活動を行ってい

る。 

新型コロナ診療情報の随時発信や広報誌の発刊、

ＳＮＳの開設と更新、市民向け講座の開催などを通

じて、情報発信と広報ノウハウの充実を図ってい

る。 

また、ホームページは、必要な情報への迅速な到

達など閲覧者のニーズに応えられる機能・デザイン

に刷新するとともに当院の使命、役割や特徴等を伝

える情報発信の媒体として強化することを目指し、

リニューアルを行っている。 

これらの取り組みにより、中期目標を達成してい

ると評価し、Ａと判定した。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

 
⑷ 外国人への医

療の提供 
Ａ 

入院、外来とも外国人患者数の増加に対し、対応

職員の増員や外国語表記等の案内を工夫するなどし

て対応できているため、中期計画の達成に向け、順

調に計画を実施していることから、Ａと判定した。 

Ａ 

令和２年度初めの大型クルーズ船のクラスター発

生時に、受入れ体制を整備し４名の外国人感染患者

の入院を受け入れている。 

外国人への医療提供に向けて、クラスター発生時

の受入れ体制整備や通訳専従職員の配置、説明・同

意書の作成、見直しなどの取組みを行っている。 

外国人観光客の減少による需要の減少はあった

が、受療環境の改善に向けた計画は着実に進んでい

る。 

コロナ禍後の外国人患者の増加への準備を課題と

認識し、多言語の案内表示や院内案内リーフレット

の作成などを行っている。 

外国人への適切な医療提供体制の改善を継続的に

行っていることから、中期目標を達成していると評

価し、Ａと判定した。 

 

３ 法令・行動規範

の遵守 
Ｃ 

個人情報保護に関する対策や基準の作成などは

行っているが、人員体制を理由に実施できていない

ものが複数ある。 

外部委託化の検討を行うなど、更なる検討・改善

が必要と考えられることから、進捗が遅れていると

評価し、Ｃと判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

全国的に医療機関に対するランサムウェア等によ

るサイバー攻撃により、個人情報の流出や電子カル

テの利用制限が生じ、地域の医療提供体制へ影響が

出る事案が起こっており、サイバーセキュリティ対

策は病院運営において非常に重要である。 

令和５年度は情報セキュリティ基本方針・基本計

画に基づく情報セキュリティ対策基準を策定し、

Ｂ2 

全国的に医療機関に対するランサムウェア等によ

るサイバー攻撃により、個人情報の流出や電子カル

テの利用制限が生じ、地域の医療提供体制へ影響が

出る事案が起こっており、サイバーセキュリティ対

策は病院運営において非常に重要である。 

令和４年度からサイバーセキュリティ対策を強化

してきているが、サイバー攻撃によるリスクを低減

するためのネットワーク監視システムの導入が遅れ

ていること、またサイバー攻撃は年々攻撃手法が変

化してきており、変化に応じたサイバーセキュリ

ティ対策の措置を講じて行く必要があることから、

更なる改善を要すると評価し、Ｂ２と判定した。 

 

 

 

-18-



 

評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

ネットワーク機器の更新を行ったが、サイバー攻撃

は年々攻撃手法が変化してきており、変化に応じた

リスク低減のための措置を講じて行く必要があり、

年度計画に掲げていたリスクを低減するためのネッ

トワーク監視システムの導入が遅れていることか

ら、早急にサイバーセキュリティ対策の強化に向け

た取り組みを行うこと。 

【業務運営の改善点】 

早急に外部委託等の検討を行うなど、サイバーセ

キュリティ対策の強化に向けた取り組みを行うこ

と。 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

１ ＰＤＣＡサイクル

の徹底による業務

運営の改善 

Ｂ 

職員提案制度の導入等様々な業務改善に向けた取

組みや検討が行われ、かつ、内部統制室による内部

監査の実施により、適切に効果的な業務運営体制が

構築されてきているが、検討スピードを上げ、更に

進めるためには軽微な改善すべき点があるため、中

期目標の達成に向け、概ね順調に進んでいると評価

し、Ｂと判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

毎回、監査指摘事項に対する対応が不十分である

との報告が監事からなされていることから、事務部

内において、これまでの指摘事項の内容や対応方法

について、情報共有を行い、同じ指摘を繰り返され

ることがないよう再発防止に努めること。 

Ａ 

経営戦略会議や経営企画会議において、医療機能

及び収益状況を分析し、臨機に改善戦略を立ててい

る。 

また、令和４年度には、理事長室会議を立ち上

げ、年度計画で抽出した重点改革事項の実現に向け

て進捗管理及び迅速な意思決定を行い、感染予防対

策、経営改善に向けた目的積立金の活用及び働き方

改革において一定の成果をあげている。 

また、組織改革やボトムアップの参画を促す職員

提案制度の導入、内部監査や監査主体との協議な

ど、様々な手段を用いて業務の適正化や改善に努め

ている。 

ＰＤＣＡサイクルの徹底による経営改善のための

基盤の整備が進展しており、これらの取り組みによ

り、中期目標を達成していると評価し、Ａと判定し

た。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

２ 医療従事者の適正配置及び質の向上を目指した組織づくり   

 ⑴ 適正配置と人材評価   

  
ア 医療スタッ

フの適正配置 
Ｃ 

長崎みなとメディカルセンターにおいては、看護

師が不足しており、適正配置には至っていない状況

となっている。看護師が不足することで、患者の受

け入れに影響が出ており、病床稼働率も低くなり、

病院経営の悪化に繋がっている。 

しかしながら、看護師確保は全国的に困難となっ

ている状況下において、ホームページや SNS での情

報発信のみならず、推薦校の追加・拡大、入職一時

金の増額、奨学金返済支援制度の新設、養成校の都

合に合わせた推薦試験日程としたことなどにより、

採用にも改善の動きが見られるようになっているこ

とから、中期目標の達成に向け、進捗が遅れている

と評価し、Ｃと判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

１ 引き続き看護師の確保に向けた取り組みを行う

とともに、看護師の離職防止のため、職員の心身

の健康の維持増進やワークライフバランスを推進

することで、職員満足度の向上に向けて、働きや

すい環境の整備に取り組むこと。 

 

２ 全国的にも看護師の確保は困難な状況にあるた

め、他病院の看護師配置状況や業務の内容等を分

析し、業務の効率化、看護職員の配置を見直すな

ど、病床稼働率の向上を図ること。 

 

Ｂ2 

令和５年度業務実績評価と同様の理由により、中

期目標の達成に向け、業務運営の更なる改善を要す

ると評価し、Ｂ２と判定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業務運営の改善点】 

 左欄の業務運営の改善点と同じ。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

  

イ 適正な人材

評価制度の活

用 

Ａ 

人事評価制度との連動した人事給与制度の整備に

ついては、実施できており、制度についての評価を

行いながら、引き続き改良を行っていくことが必要

ではあるものの、中期目標の達成に向け、順調に進

捗していることから、Ａと判定した。 

 

Ａ 

前中期目標期間の人事評価システムにおいて、個

人評価に所属部署の組織評価も組み込まれていた仕

組みを見直し、個人評価に重点を置いた人事評価を

構築し、令和３年度からインセンティブ（評価手

当）を含む試験的運用を開始している。 

人事評価を給与管理にも活用する計画も進め、令

和６年度勤勉手当の成績率への活用方針を示してい

ることから、それに基づき同手当に反映させるため

の準備も進めている。 

人材育成や組織パフォーマンスの向上につながる

人事評価制度の構築が進んでおり、これらの取り組

みにより、中期目標を達成していると評価し、Ａと

判定した。 

 

  
ウ 職員満足度

の向上 
Ｂ 

医師の働き方改革関連法への対応と職員満足度向

上に向け、当直体制の見直し、給与制度改革、ボト

ムアップによる組織風土改革、タスクシフトなど

様々な施策を実行し、職場環境改善に取り組んでい

るが、看護師や医師事務作業補助者、システムエン

ジニアなどの確保にはつながっておらず、看護師に

関しては深刻な不足状態であることから、今後も確

保だけでなく、環境改善についても更なる取り組み

が必要であることから、中期目標の達成に向け、概

ね順調に進んでいると評価し、Ｂと判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

令和５年度職員満足度調査の結果によると、職種

ごとの職員満足度に大きな開きがあることから、毎

年、職員への職員満足度調査を行い、傾向を分析す

るとともに他病院の満足度と比較するなど、さらな

る分析を進め、職員満足度を向上させていくこと。 

Ｂ1 

令和５年度内に医師の時間外労働時間を大幅に減

らすことはできなかったものの、令和６年４月から

医師の働き方改革関連法が施行される前の取り組み

として、各医師への指導、医師労働時間短縮計画や

新たな給与制度を策定するなどの取り組みは評価で

きることから、軽微な改善を要すると評価し、Ｂ１

と判定した。 

 

 

 

 

【業務運営の改善点】 

１ 左欄の業務運営の改善点と同じ。 

 

２ 医師の働き方改革関連法の施行により、医師の

時間外労働時間の上限が原則年９６０時間、月 

１００時間未満となるなど、医師が健康に働き続
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

 けることができる環境を整備することは、医療の

質・安全を確保すると同時に持続可能な医療提供

体制を維持していくうえで重要であることから、

確実に医師の時間外労働を減らす取り組みを行う

こと。 

 ⑵ 計画的な人材育成 
  

  

ア 医療スタッ

フの専門性向

上 

Ａ 

企画している研修は全て実施し、計画を立て、着

実に研修等を実施していることより、中期計画達成

に向け、計画を着実に実施していることから、Ａと

判定した。 

 

Ａ 

初期研修医教育や新たに開始した外科専門研修の

推進、職種別研修や院内研修の実施など計画的な取

り組みを行っている。 

初期研修医については、指導医の丁寧な指導、救

命救急センターの開設、教育研修センターによる支

援などが功を奏し、募集定員を超える応募者数と

なった。令和４年度の研修終了時アンケートでは

100％近い満足度となっている。 

コロナ禍にあっても相当数の研究や治験を実施す

るとともに、他機関との交流や学会出席・研修を支

援するなど、さらなる専門性向上のために組織的に

取り組んでいる。 

医療スタッフの専門性向上に向けた計画は順調に

進展していることから、中期目標を達成していると

評価し、Ａと判定した。 

  
イ 事務職員の

専門性向上 
Ｃ 

他病院との人事交流を行うための仕組みが未だ構

築されていないことや臨時監査報告事項において、

毎回、監査指摘事項に対する対応が不十分であり、

組織の事務処理能力の向上に努めるよう監事から報

告がなされていることから、中期目標の達成に向

け、進捗が遅れていると評価し、Ｃと判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

 毎回、監査指摘事項に対する対応が不十分である

Ｂ2 

令和５年度業務実績評価と同様の理由により、中

期目標の達成に向け、更なる改善を要すると評価

し、Ｂ２と判定した。 

 

 

 

 

【業務運営の改善点】 

 左欄の業務運営の改善点と同じ。 
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

との報告が監事からなされていることから、事務部

内において、これまでの指摘事項の内容や対応方法

について、情報共有を行い、同じ指摘を繰り返され

ることがないよう再発防止に努めること。 

 

  
ウ 資格取得等

に対する支援 
Ａ 

医療を取り巻く環境は急速に変化しており、その

変化に対応するために、高度な専門性を持つ医療ス

タッフの育成に力を入れている。 

年度計画に記載する目標はすべて到達できている

わけではないが、病院機能を維持するために必要な

資格取得支援や施設基準を満たすための研修支援を

可能な限り行っており、計画に沿った人材育成への

支援を行ったことより、中期計画達成に向け、計画

を着実に実施していることから、Ａと判定した。 

Ａ 

「人材育成ビジョン」に基づき、各部署において

職種ごとの人材育成計画及び資格取得計画を策定し

ている。 

また、教育研修センターが中心となり、病院運営

に必要な資格について調査し、資格取得の費用負担

や研修参加における休職制度を設け、支援を行って

いる。 

人材育成に関する計画の策定や支援の継続的取り

組みを行っており、中期目標を達成していると評価

し、Ａと判定した。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

１ 持続可能な経営基盤の確立 
  

 
⑴ 財務改善に向

けた取組み 
Ｄ 

医業収益の大幅な減少により、経常収支比率、給

与費、材料費、経費の比率は目標値を大きく下回る

など、財務状況は厳しい状況にあることから、中期

目標の達成に向け、進捗が大幅に遅れていると評価

し、Ｄと判定した。 

 

 

 

Ｂ3 

令和２年度から令和４年度の期間、新型コロナウ

イルス感染症重点医療機関として長崎県で最多の新

型コロナ感染者の入院を受け入れる中、一般診療に

甚大な影響が及び、一般病床の稼働が大きく抑制さ

れたため、新入院患者数など診療規模は所期の目標

を大きく下回っている。 

限られた病床数で、救急医療や高度急性期医療に

最優先で取り組み、入院単価は大きく上昇したもの
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

【業務運営の改善点】 

１ 令和５年５月８日から感染法上の位置づけが

「５類」となり、通常の医療体制へ移行したこと

から、令和５年度は約 17 億円の純損失を計上して

いる。 

 今後は紹介や逆紹介を推進して地域連携を進化

させるなど、早急に入院患者数を増やすための努

力を行うとともに、診療の規模と内容の適正化に

向け検討を行うこと。 

 

２ 看護師不足や生産性の低さによる実稼働病床の

縮小・病床稼働率の低下による入院収益の減少が

大きな要因と考えられることから、引き続き看護

師の確保や離職防止に取り組むと同時に、職員の

意識改革や地域の医療機関との連携を深めるなど

の生産性を高める取り組みを進めること。 

 

の、大幅な入院収益の減収となっている。 

しかし、コロナ診療に伴う休床補填補助金収入が

措置されたことを主因として、経常収益は黒字とな

り、累積欠損金は解消し、資金繰りは大きく改善し

ている。 

令和５年度は各病棟のスタッフ数の定数を確保で

きない体制での運用が継続したことにより、入院患

者の受け入れを制限せざるを得ず、その結果大きな

経常収支赤字となっている。 

医業収益の大幅な減少により給与費、材料費、経

費の比率は目標値を達成することができていない。 

令和４年度以降、看護師不足が顕在化し、安定的

かつ持続可能な経営に向けて大きな課題となってお

り、中期目標の達成には、人材確保と並行して様々

な戦略を打ち立てる等重大な業務運営の改善が必要

であることから、重大な改善すべき点があり、業務

運営の抜本的な改善を要すると評価し、Ｂ３と判定

した。 

 

【業務運営の改善点】 

 左欄の業務運営の改善点と同じ。 

 

⑵ 安定的な資金

確保に向けた取

組み 

Ｄ 

期末資金残高の目標値は達成されているが、令和

５年度の経営状況において、期末資金残高（３月 31

日時点）は令和４年度と比較して増えているが、年

度末の医療機器、退職金の未払金及びコロナ関連補

助金の未収金を含んだ実質残高は、5,770 百万円か

ら 4,248 百万円へと 1,522 百万円減少している。 

更に個人未収金の回収に関しては、実施出来てお

らず、業務徹底や業務改善が必要と考えられること

から、中期目標の達成に向け、進捗が大幅に遅れて

いると評価し、Ｄと判定した。 

Ｂ3 

期末資金残高（令和６年３月 31 日時点）の目標値

は達成しているが、年度末の医療機器、退職金の未

払金及びコロナ関連補助金の未収金を含む実質残高

は、令和４年度5,770百万円から令和５年度4,248百

万円へと 1,522 百万円と減少しており、深刻な状況

となっている。 

個人未収金の対応については、回収に向けての取

り組みが不十分であり、コロナ禍が大きく影響して

いるものの、安定的な資金確保には至っておらず、

前項と同様、重大な改善すべき点があり、業務運営
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

【業務運営の改善点】 

令和５年度決算において実質的な資金は約 15 億円

減少していることから、資金の状況を常に把握しな

がら、病床稼働率や職員の生産性の向上に努めると

ともに、持続可能な経営を考慮した病床数など適正

な診療規模の導出を進め、収支改善を図ること。 

加えて、個人未収金の対応については、ほぼ手つ

かずの状況であることから、弁護士への相談を行う

など未収金回収に向けた取り組みを行うこと。 

 

の抜本的な改善を要すると評価し、Ｂ３と判定し

た。 

 

【業務運営の改善点】 

 左欄の業務運営の改善点と同じ。 

 

⑶ 計画的な施設

及び医療機器等

の整備 

Ｂ 

医療機器の費用対効果の検証や施設活用方針の策

定は年度計画通りに行うことができたものの、今後

の医療環境変化に対応しつつ、計画の見直しや課題

の改善につなげる必要があると考えるため、中期目

標の達成に向け、概ね順調に進んでいると評価し、

Ｂと判定した。 

 

【業務運営の改善点】 

休床している病床の施設有効活用については、長

崎みなとメディカルセンターが地域の医療機関との

役割分担や連携を見据えつつ、診療規模や診療内容

の適正化を行ったうえで実施できることから、持続

可能な経営を考慮した病床数など適正な診療規模を

導出すること。 

Ａ 

医療機器及び情報システムの購入及び更新につい

て、令和３年度に設置した購入資産等検討委員会と

その下部組織である医療機器等購入検討部会及び情

報システム購入検討部会において、費用対効果や医

療ニーズの観点から老朽化、公共性、経済性、将来

性を点数化した新たな選考基準の運用を開始し、購

入時期及び費用の適正化を図っている。 

また、運用開始後は、購入部署へ使用状況等の調

査を行い、収益性や効果について検証を行い、費用

対効果が十分でない場合、改善計画書の提出依頼や

次期購入申請中止喚起を行うなど体制と手順を整え

ている。 

施設の改修・整備については、令和２年度に新型

コロナウイルス感染症診療体制を充実させるための

施設改修を重点的に行ったほか、ＰＦＩ事業契約に

基づく修繕を計画に沿って着実に実施している。 

また、検討を進めている病床削減に対応した施設

の新たな活用計画については、院内にワーキンググ

ループを設置し、広く職員からも活用案を募り、改

修のための大枠の考え方の整理を行っている。 

医療機器等の整備についても、費用対効果や病院
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評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

運営の動向などを総合的に判断する仕組みを作り、

継続してこれらの取り組みを行っており、本中期目

標を達成していると評価し、Ａと判定した。 

 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

評価単位 

令和５年度業務実績評価 第３期中期目標期間終了時における業務実績評価 

評価 

結果 
評価の理由 

評価 

結果 
評価の理由 

１ ＰＦＩ事業者との

連携による事業の

円滑な推進 

Ａ 

PFI 事業者と適宜情報共有を行い、長期的視野で

事業を推進できており、中期計画の達成に向け順調

に進捗していることから、Ａと判定した。 

 

Ａ 

本中期期間を通してＰＦＩ事業者との良好な連携

の下、施設の維持・管理及び省エネルギー推進等に

取り組んでいる。ＰＦＩ事業の適正実施について

は、施設維持、清掃、警備及び統括業務の各事業者

のセルフモニタリングの実施に加えて、機構側がモ

ニタリング委員会による検証を行い、令和４年度か

らは、外部の視点での評価も導入している。 

令和４年度から専門知識のある職員を施設維持管

理担当者として管理課に配置したことにより、モニ

タリング結果に基づく業務改善や施設改修について

的確な指示をＰＦＩ事業者へ行うことで迅速な対応

を行っている。 

現行のＰＦＩ契約の適正な遂行管理を行い、また

契約満了後の長期的な修繕計画及びそれに伴う予算

シミュレーションを立案し、長期にわたる修繕予算

の均衡的支出を目指しており、本中期期間の目標を

達成していると評価し、Ａと判定した。 
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（８）評価委員会からの意見（抜粋） 

第１ 中期目標・中期計画の期間 令和２年４月１日から令和６年３月 31 日まで 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 診療機能 

（１）目指す医療 

ア 救急医療 

・目標値としている救急搬送応需率が毎年度目標を下回っている状況であるため、令和５年度はＡ評価ではなくＢ評価、中

期目標期間の評価もＡ評価ではなくＢ１評価が妥当ではないか。 

 

ウ 小児・周産期医療 

・ユニットマネジメント体制の構築は、妊婦の方が安心して出産できる環境を整えられているのでよい取組みである。 

・小児周産期医療は、医療の面から市の人口減少対策に貢献する部分であるため、今後も頑張ってもらいたい。 

 

（２）地域医療への貢献と医療連携の推進 

・３階北病棟の 55 床を試験的に休床したことについては、地域医療構想に沿った取組みであり、評価できる。 

 

（３）安全安心で信頼できる医療の提供体制 

イ 医療安全対策の徹底 

・ホルマリンが劇物にあたる認識が欠如していることは、病院としての危機管理能力に欠けるのではないか。 

 

２ 患者・住民の視点に立った医療サービスの提供 

（１）患者中心の医療の提供 

・「元気なうちから手帳」を配布し、意思決定支援を行った患者数を年度計画の重要業績評価指標（KPI）として 130 人を目標

人数としているが、未達の状況であるため、令和５年度の評価については、Ａ評価ではなくＢ評価が妥当ではないか。 

・入院だけでなく外来でもアドバンスケアプランニング（ACP）を実施している病院はあまりないため、良い取組みであり評

価できる。 

 

（２）患者の満足度向上 

・患者満足度が 90％を超えているのはとても評価できる。 
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３ 法令・行動規範の遵守 

 ・医療機関に対するサイバー攻撃が散見されるため早急にシステムを導入すべきではないか。 

・システムエンジニアは全国的にも不足しているため、外部委託することがいいのではないか。 

・市も現在 DX 化に取り組んでいるので、みなとメディカルセンターも含めて市全体の中で取り組んでいってもいいのではな

いか。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

  １ PDCA サイクルの徹底による業務運営の改善 

・監事監査で同じ指摘を何度も受けるということは PDCA サイクルが機能していないのではないか。 

 

２ 医療従事者の適正配置及び質の向上を目指した組織づくり 

（１）適正配置と人材評価 

ア 医療スタッフの適正配置 

・今後、適正病床を導き出す際、みなとメディカルセンターは、私的な病院ではできない公的病院としての使命や役割がある 

ということを忘れないでほしい。 

・病床稼働率が 61.6％となっており、約６割しか病床が埋まっていない中で、看護師を増やして休床病床を稼働しても稼働 

率は下がるだけで、人件費が増え、経営改善には繋がらないのではないか。 

・看護師数は今の数を維持して、不要な病床を減らした方が適正な人材配置に繋がるのではないか。 

・看護師を 30 数人増やすよりも、病床数を減らし、理学療法士を増やした方が経営改善につながると思うので考えてみては 

どうか。 

・看護学校も募集定員に満たない状況になってきており、新規採用は難しくなる中で、急性期病院において妥当かどうかはわ 

からないが、看護師の定年延長などを検討してはどうか。 

・看護師採用に向けて、細やかに専門学校を回っていることは評価できるが、魅力的な職場になっているのか、現職の看護師 

にヒアリングなどを行ってみてはどうか。 

 

ウ 職員満足度の向上 

・ボトムアップ型の働き方改革を行う際は、ミドル層の職員が管理職と若手職員の板挟みになる傾向があるので、ミドル層の 

職員への教育や研修を実施することで、より効率的に機能すると思うので検討してほしい。 
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    （２）計画的な人材育成 

      ウ 資格取得等に対する支援 

        ・職員の資格取得に対する支援については、医療職だけでなく事務職員についても取り組むこと。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 持続可能な経営基盤の確立 

（１）財務改善に向けた取組み 

・病院やみなとメディカルセンターのターゲット層となる若い年代の患者は、今後減少していくのは明らかであり、また、令和

６年７月に長崎医療圏が国のモデル推進区域に選ばれており、今後、病床削減に本格的に取り組まなければならない状況にあ

るため、病床削減を踏まえたうえで、今後計画を立てるべきではないか。 

・単純比較はできないが、人件費率、材料費率などは、自治体病院の平均または病床数 400 床から 499 床の病院の平均を上回っ

ている。看護師を増やして稼働する病床数を増やすこととは逆に理学療法士等を増やすことも考えるべきではないか。 

 

    （２）安定的な資金確保に向けた取組み 

・未収金については、資金残高４０億円の中の４千万円であり、全体からするとそこまで大きな金額ではなく、未収金に着目 

して評価するのはいかがなものか。 

・経営していくうえでキャッシュ・フローは重要であるため、月次で管理していくともっと精度の高い経営に繋がっていくの 

で、検討してみてはどうか。 
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２ 地方独立行政法人長崎市立病院機構の経営と取組状況 

  （１）第４期中期目標期間（令和６年度～令和９年度）における目標値 

 

 

（実績値） 

（実績値） 
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  （２）各月の病床稼働状況 

     

 

 

令和 6年度 
目標値：64.1％ 
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  （３）損益収支の状況 

  

  

 

 

 

 

 

令和元年度      令和２年度     令和３年度     令和４年度     令和５年度     令和６年度 

令和６年４月から７月にかけて改善傾向にはあるものの、４か月間で６億 600 万円の損失となっ

ており、中期目標期間に掲げる令和６年度の目標額（▲９億 8,100 万円）に抑えるためには、下

半期において収支改善に向けた更なる取組みが必要 

（参考） 
●収益と費用の主な傾向（コロナ前の令和元年度と令和６年度の比較） 

 収益・・・重症患者の比率増などにより、入院単価は上がっているものの、予定入院の患者数が大幅に減少し、収益は落ち
ている。 

 費用・・・がん治療薬等の高額医薬品の使用頻度増、原材料価格高騰による診療材料単価の値上げ、看護師の業務負担軽減
のための業務委託費の増などにより、患者数は減少しているが、費用は増加している。 

令和 6年度 
各月目標額： 
▲82百万円 

※国からのコロナ診療に伴う

休床補填補助金収入は除く。 
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  （４）看護師の確保状況 

 

令和６年４月１日 在職数 必要数 不足数 

病棟 ３４５人 ３７５人 ▲３０人 

病棟外 １５３人 １６４人 ▲１１人 

合計 ４９８人 ５３９人 ▲４１人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和５年度 

（令和６年４月１日採用） 

令和６年度 

（令和７年４月１日採用予定） 

新規採用（新卒）

看護師採用状況 
３８人 ３８人 

 

 

看護師の確保については、ホームぺージや SNS での情報発信、就職説明会

への参加に加え、 

・推薦校の追加・拡大 

・入職一時金の増額 

・奨学金返済支援制度の新設 

・転居費用等の支援 

・看護師養成校の都合に合わせた推薦試験日程としたこと 

などを行ってきたが、看護師の人材確保を取り巻く環境は年々厳しくなっ

ており、現時点においては、昨年度と同数の新規採用者数となる見込み。 
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  （５）地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業の活用 

 

みなとメディカル

センターにおいて

は、令和６年５月

から８月末までの

間に計４回実施済 
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  （６）病棟看護師の配置充足率 

病院名 病床数 
令和４年度

病床稼働率 

看護師数 

（外来含む） 

令和４年度 病棟 

看護師配置充足率 

（地独）長崎みなとメディカルセン

ター 

４５４床 

（うち、一般４３５床、感染症６床、 

結核 １３床） 

６７．１％ ４９８人 １５７．５％ 

長崎原爆病院 

３１５床 

（うち、一般２４７床、HCU６床、  

地域包括ケア４４床、緩和ケア１８床） 

９２．２％ ３７０人 １３０．８％ 

（地独）佐世保市総合医療センター 

５９４床 

（うち、一般５７０床、結核２０床、 

感染症４床） 

６９．１％ ６２０人 １２９．４％ 

（地独）佐賀県医療センター好生館 
４５０床 

（うち、一般４４２床、感染症８床） 
８５．７％ ５７４人 １１７．６％ 

（地独）那覇市立病院 ４７０床（全て一般） ７４．１％ ５８４人 １１８．６％ 

松阪市民病院 

３２８床 

（うち、一般２６７床、地域包括ケア 

３９床、緩和ケア２０床、感染症２床） 

７６．２％ ３１９人 １２２．１％ 

鹿児島市立病院 
５７４床 

（うち、一般５６８床、感染症６床） 
８４．９％ ７８７人 １０５．２％ 

※病棟看護師配置充足率とは、病棟に勤務している看護師が配置基準や実際の入院患者数に対してどれだけ充足しているかを計る指標 

 

 

 

 

病棟看護師の生産性についての指摘もあり、必要人数を再度、精査する必要がある。 

 

（地独）佐賀県医療センター好生館など、長崎みなとメディカルセンターと同規模・類似機能で、病床稼働率

が高く、病棟看護師配置充足率が低い病院を視察して、オペレーションの見直しと意識改革を進めていく。 
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  （７）医療コンサルタントからの提案を踏まえた生産性向上のための取組 

 

 

 

 

 

    

       暫定方針 

新たな紹介患者（予定入院）を増やして、 

救急受け入れ割合を適正化する。 
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〇改善行動 

１ （地独）佐賀県医療センター好生館など、長崎みなとメディカルセンターと同規模、類似機能で、病床稼働率が高く、看護師配

置充足率が低い病院を視察して、オペレーションの見直しと意識改革を進めていく。 

 

  （令和５年度） 

 長崎みなとメディカルセンター 佐賀県医療センター好生館 

許可病床数 ５１５床（うち、一般病床４９４床） 

※令和４年８月から５９床を休床し、現在４５４床で運用中 

４５０床（うち、一般４４２床） 

病床稼働率 ６１．６％ ８６．９％ 

平均在院日数 １０．４日 ９．６日 

新入院患者数 ８，６３５人 １３，４９８人 

救急車受入れ数 ４，０２１件 ３，５８３件 

 

２ ベッドコントロールに関する多職種ミーティングの開催 

 ・多職種ミーティングで、アジェンダ（新入院患者数・紹介数・救急受入数・前方・後方連携の可能性）を明確にし、実施する。 

・毎日の病床稼働率や稼働状況、目標とするその日の新入院患者数に何人足りていないかなどを、上層部のみならず、医師や各病 

棟看護師、事務職員へ毎日周知を行う。（危機感、意識改革につながる） 

 

３ 前方・後方連携先の医療機関を多職種で訪問し、地域連携の強化を図る。 

 

４ みなとメディカルセンターの受入れ可能情報（本日の空きベッド数など）を地域の医療機関へ日次配信 

 

５ みなとメディカルセンターの受入れ可能疾患を地域の医療機関へ周知 

 

６ 下り搬送先の医療機関の情報収集・連携強化の検討  

  ※下り搬送・・・救急患者について、連携する他の医療機関でも対応可能と判断する患者を転院搬送するもの 

 

７ 持続可能な経営とするための診療規模と診療内容の適正化 
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（８）直近の国・県の動向について 

 

令和６年７月、国が地域医療構想に係る推進区域・モデル推進区域に長崎医療圏を選定 

 

１ 制度概要 

  ２０２５年に向けた地域医療構想の更なる推進に向け、国において推進区域・モデル推進区域を設定して、モデル推進区域にお

いてアウトリーチの伴走支援を実施することにより、課題解決に向けた取組みの推進を図るもの。 

 （全国のモデル推進区域：栃木県宇都宮、石川県能登北部、三重県松阪、京都府丹後など１４地区選定。九州では長崎医療圏のみ） 

 

２ 選定理由 

・長崎医療圏は医療機能別の病床数の必要量と許可病床数との差異が特に生じている。 

・実態として病院数が多く、医療機能分化及び連携に向けての調整が困難である。 

・上記の課題解決に向けたデータ分析の方法検討、関係者間の協議を整えるための効果的かつ効率的な議論のあり方の検討など

がモデル事例になりえるため。 

 

   ３ アウトリーチの伴走支援の内容 

（１）技術的支援 

・地域の医療情報に関するデータ提供、分析 

・構想区域からの依頼に基づき議論の場、講演会、住民説明会などへの国職員の出席 

・関係者との協議の場の設定 

・都道府県コンシェルジュ（ワンストップ窓口）の設置 

・区域対応方針の作成 

・分析結果を踏まえた取組みに関する支援 

 

（２）財政的支援 

・モデル推進区域が属する都道府県に対し、重点支援区域への支援と同様に地域医療介護総合確保基金の優先配分を行うほか、 

個別医療機関再編統合を行う場合の財政支援 
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